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改正高年齢者雇用安定法の施行と
就業規則への反映

高年齢者就業確保措置とは

　2020年３月31日に成立・公布された雇用保険法
等の一部を改正する法律により、高年齢者雇用安
定法について、従来の60歳から65歳までを対象と
する「高年齢者雇用確保措置」に加え、2021年４
月１日以降、65歳から70歳までを対象とする「高
年齢者就業確保措置」を設けることが努力義務と
されました。
　新設された高年齢者就業確保措置では、事業主
に対して、65歳から70歳までの就業機会を確保す
るため、下表の５つの措置のうち、いずれかの措置
を講じるよう努めなければならないとしています。
　なお、努力義務という性格上、定年の廃止を除
き、講じた措置が70歳未満であってもかまいませ
んが、継続してこれを70歳まで引き上げる努力が
必要です。

高年齢者就業確保措置

法10条の２・１項の措置
（雇用による措置）

①　70歳までの定年引き上げ

② 　70歳までの継続雇用制度の導入（他の事業主に
よるものを含む）

③　定年の廃止

法10条の２・２項の措置
（創業支援等措置）

④ 　70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度
の導入

⑤ 　70歳まで継続的に社会貢献事業に従事できる制
度の導入

（注） ④および⑤による場合は、過半数労働組合または過半数
労働者代表の同意を得る必要がある。

各措置の留意点

①　70歳までの定年引き上げ
　文字どおり定年を70歳まで引き上げることをい
い、たとえば67歳など70歳未満の定めでは就業確
保措置として認められません。
　ただし、他の措置との併用も可能であるため、
措置の組合せにより70歳までの就業確保が可能な
場合は問題ありません。
②　70歳までの継続雇用制度の導入
　勤務延長や再雇用制度により、70歳までの雇用
を確保することをいいます。
　再雇用については、65歳までは自社または特殊
関係事業主（親子法人、関連法人、親法人の関連
法人など）による雇用とされていますが、65歳以
後は、これに加えて特殊関係事業主以外の他社に
よる雇用も認められます。
　この場合、他社が高年齢者を継続して雇用する
ことを約する契約締結を要します。この契約は、
書面により締結することが望ましいとされていま
す。
③　定年の廃止
　定年の廃止とは、定年そのもののルール・規定
を廃止することをいいます。そのため、基本的に
は従業員がやる気や健康面などを考慮しながら、
退職を決意するまで働くことができます。したが
って、年齢を理由とする解雇は認められません。
④　70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制
度の導入
　65歳以後の高年齢者が自ら起業した場合に、70
歳まで継続的に業務委託契約を締結することで、
高年齢者が70歳までの就業を確保できる措置をい
います。フリーランスのような個人事業主や新た

改正高年齢者雇用安定法の施行と
就業規則への反映
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に起業する高年齢者との間で業務委託契約を締結
し、報酬を支払うようなことなどが想定されてい
ます。
　この場合、創業支援等措置の実施に関するもの
として、一定の項目を定めた計画を作成し、当該
計画について、過半数労働組合（過半数労働組合
がない場合は、過半数労働者代表）の同意を得な
ければなりません。なお、当該計画の内容を従業
員に周知（事業所の見やすい場所に掲示・備え付
け、従業員に交付、パソコン等で閲覧可能とする
方法など）する必要があります。
⑤　70歳まで継続的に社会貢献事業に従事できる
制度の導入
　65歳以後の高齢者が、（イ）事業主が自ら実施
する社会貢献事業、（ロ）事業主が委託・資金の
提供その他の援助を行なう団体が実施する社会貢
献事業のいずれかに従事でき、70歳までの就業を
確保する措置をいいます。
　このとき認められる社会貢献事業とは、不特定
かつ多数の者の利益の増進に寄与する事業でなけ
ればなりません。
　（ロ）の場合には、事業主と社会貢献事業を実
施する団体との間で、高年齢者に対して業務に従
事する機会を提供することを約する契約を締結す
る必要があります。
　なお、当該措置についても、上記④と同様に計
画を作成し、過半数労働組合（過半数労働組合が
ない場合は、過半数労働者代表）の同意を得なけ
ればなりません。当該計画の内容について、従業
員への周知が必要な点も同様です。

就業規則の規定例

　高年齢者就業確保措置は、当面65歳に達する従
業員がいない場合でも講じることが求められてい
ます。そのため、対象者の有無に関係なく措置を
講じると同時に、その内容を就業規則に規定する
必要があります。
　また、対象者については、定年の延長と定年の

廃止を除き、基準を設けて限定することも可能で
す。その場合、過半数労働組合等との間で十分に
協議し、各企業の実情に応じて定め、就業規則に
規定します。
　ただし、限定する基準は、「会社が必要と認め
た者に限る」「上司の推薦がある者」「男性（女
性）に限る」など、会社が恣意的に排除できた
り、法令に抵触するもの、公序良俗に反するよう
なものは認められません。
　また、70歳までの雇用確保については、対象従
業員が希望する労働条件・待遇（賃金など）でな
くてもかまいませんが、同一労働同一賃金の観点
に留意するとともに、自社の賃金制度における賃
金テーブルで対応できない場合などは、これも見
直す必要があるでしょう。
　それぞれの措置に応じた規定として、以下のよ
うな定めが考えられます。なお、定年の廃止につ
いては、定年に関する規定を削除すればよいでし
ょう。

（70歳までの定年引き上げ例）

（定年退職）
第○条　従業員の定年は満70歳とし、定年に
達した誕生日直後の賃金締切日をもって退
職とする。

（70歳までの継続雇用制度の導入例）

（定年退職・再雇用）
第○条　従業員の定年は満60歳とし、定年に
達した誕生日直後の賃金締切日をもって退
職とする。
２．前項により退職する従業員が再雇用を希
望する場合で、第〇条の退職事由または第
〇条の解雇事由に該当しない者について
は、雇用契約期間１年の更新判断により、
満65歳を限度に再雇用する。
３．前項により満65歳に達した従業員が65歳
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以後の再雇用を希望する場合で、次の各号
に定めるすべての基準を満たす者について
は、雇用契約期間６か月の更新判断によ
り、満70歳を限度に再雇用する。ただし、
従事する業務の縮小または消滅その他これ
に準じる事情がある場合は、再雇用しない
ことがある。
⑴　心身ともに健康で、直近の健康診断の
結果が業務遂行に支障がないこと

⑵　直近３年間の人事考課において、Ｄ評
価以下がないこと

⑶　第〇条の退職事由または第〇条の解雇
事由に該当していないこと

⑷　定年再雇用後に懲戒処分を受けていな
いこと

（70歳までの創業支援等措置の導入例）

（定年退職・再雇用等）
第○条　従業員の定年は満60歳とし、定年に
達した誕生日直後の賃金締切日をもって退
職とする。
２．前項により退職する従業員が再雇用を希
望する場合で、第〇条の退職事由または第
〇条の解雇事由に該当しない者について
は、雇用契約期間１年の更新判断により、
満65歳を限度に再雇用する。
３．前項により満65歳に達した従業員が希望
する場合、創業支援等措置の実施計画に基
づき、満70歳を限度に就業を確保するもの
とする。

改正育児・介護休業法の施行と
就業規則への反映

　少子高齢化が急速に進行する昨今、出産・育児
等による従業員の離職を防ぎ、希望に応じて男女
ともに仕事と育児等を両立できる社会を実現する
ことが重要な課題となっています。そのために
は、男性の育児休業の取得促進が不可欠であり、
主にこれを後押しすることをねらいとして、育
児・介護休業法の改正が行なわれました。

改正の概要

　2021年６月３日、改正育児・介護休業法が可
決・成立し、６月９日に公布されました。また、
９月30日には改正法に対応した育児・介護休業法
施行規則と指針が公布されました。
　主な改正内容は、次頁上の表のとおりです。就
業規則の記載に直結するものが少なくないため、
施行スケジュールに合わせて適宜見直しを行なっ

ていくことが求められます。

周知・取得意向の確認の義務化

　従業員本人またはその配偶者の妊娠・出産等に
ついて従業員から申出があったときは、当該従業
員に対して育児休業に関する制度等について個別
に周知するとともに、育児休業等の取得の意向を
確認する面談等の措置を講じることが事業主に義
務づけられました。
　周知・取得意向の確認の具体的な方法について
は、面談、書面の交付、ファクシミリによる送
信、電子メール等の送信（ファクシミリと電子メ
ール等は、従業員が希望した場合に限ります）の
いずれかが認められます。
　周知すべき項目は次の４点とされています。
①　育児休業に関する制度

改正育児・介護休業法の施行と
就業規則への反映
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②　育児休業の申出先
③　雇用保険の育児休業給付に関すること
④�　従業員が育児休業期間について負担すべき社
会保険料の取扱い
　周知方法がどの方法であれ、正確に漏れなく伝
えるためにも、あらかじめ文書（雛形）を準備し
ておくとよいでしょう。

育児休業を取得しやすい
雇用環境整備の義務化

　育児休業の申出が円滑に行なわれるようにする
ため、事業主は、次のいずれかの措置を講じるこ
とにより、育児休業を取得しやすい雇用環境を整
備することが義務づけられました。
　・育児休業に係る研修の実施
　・�育児休業に関する相談体制の整備（相談窓口
の設置等）

　・�雇用する従業員の育児休業の取得に関する事
例の収集と当該事例の提供

　・�雇用する従業員に対する育児休業の制度と育
児休業の取得促進に関する方針の周知

　「研修」については、全従業員を対象とするこ
とが望ましいとされていますが、少なくとも管理
職に対しては実施することが必要です。
　「相談体制の整備」については、相談窓口や担
当者を置き、実質的に対応が可能な窓口を設ける
ことが必要であり、形式的に設けるだけでは足り
ません。
　「育児休業の取得に関する事例の収集と当該事
例の提供」は、自社の育児休業取得の事例を収集

し、書面の配付やイントラネットへの掲載等を行
ない、従業員に閲覧させることをいいます。した
がって、特定の職種や雇用形態等に偏ることな
く、さまざまなケースの内容で提供するなどし
て、特定の従業員が育児休業の申出を躊躇するこ
とのないよう配慮することが必要です。
　「育児休業の制度と育児休業の取得促進に関す
る方針の周知」は、育児休業に関する制度や育児
休業の取得促進に関する事業主の方針を記載した
文書等を、職場やイントラネット等へ掲載するこ
とをいいます。

有期契約労働者の
育児休業・介護休業の取得要件の緩和

　改正前の有期契約労働者の育児休業・介護休業
の取得要件は、次の２点を満たす必要がありまし
た。
①�　事業主に引き続き雇用された期間が１年以上
の者
②�　養育する子が１歳６か月に達する日まで（介
護休業の場合は、介護休業開始予定日から起算
して93日を経過する日と、その後６か月を経過
する日まで）に労働契約が終了することが明ら
かでない者
　改正後は、このうち①の要件が廃止され、入社
後１年未満の有期契約労働者であっても、②の要
件を満たせば育児休業（子が１歳から１歳６か月
までと、１歳６か月から２歳までのものを含みま
す）・介護休業の申出ができるようになります。
　なお、有期契約か無期契約かにかかわらず、労

改正育児・介護休業法の概要

改正内容 施行時期
育児休業等の周知等に
関する見直し

妊娠・出産の申出をした従業員に対する周知・取得意向の確認義務
2022年４月１日育児休業を取得しやすい雇用環境整備の義務

育児休業の見直し
有期契約労働者の育児休業・介護休業の取得要件の緩和
育児休業の分割取得

2022年10月１日１歳到達日後の育児休業の見直し
出生時育児休業の創設
従業員数1,000人超の企業に対する育児休業の取得状況の公表の義務づけ 2023年４月１日
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使協定の締結により、引き続き雇用された期間が
１年未満の者を育児休業・介護休業の対象外とす
ることが可能な点はこれまでと変わらないため、
注意が必要です。
　育児・介護休業等規程では、休業対象者の規定
から①の文言を削除するようにしてください。

育児休業の分割取得

　子が１歳に達するまでの育児休業の取得は、原
則として一子につき１回限りとされていました
が、改正により、理由を問わず２回まで分割して
取得することが可能になります（３回目の取得に
ついては、これまでどおり特別な事情がある場合
のみ可能）。
　これに伴い、一度申出を撤回した場合でも、２
回目としてもう一度申出をすることが可能になり
ます。
　育児休業の分割取得と申出の撤回の改正によ
り、就業規則の規定を次のような内容に見直すこ
とが考えられます。

（育児休業の申出回数）
第○条　申出は、一子につき２回まで分割し
て行なうことができる。３回目について
は、次のいずれかに該当する場合に限り、
申出をすることができる。

　（1）（以下省略）

（育児休業の申出撤回と再申出）
第○条　申出者は、育児休業開始予定日の前
日までは、育児休業申出撤回届の提出によ
り、育児休業の申出を撤回することができ
る。

２．育児休業申出撤回届が提出されたとき
は、会社は速やかに当該育児休業申出撤回
届を提出した者に対し、育児休業取扱通知
書を交付する。

３．育児休業の申出を撤回した者は、当該申

出に係る育児休業を取得したものとみな
す。

（以下省略）

１歳到達日後の育児休業の見直し

◆再度の申出について
　子が１歳に到達した日後の休業（１歳から１歳
６か月までと、１歳６か月から２歳まで）につい
て、改正前は取得可能な回数や育児休業終了後の
再申出について明確な定めがありませんでした。
　改正により、取得できる回数を原則として１回
と明確にするとともに、１歳までの育児休業と同
様、特別な事情がある場合のみ、再度の申出がで
きるようになります。
　そのため、子が１歳に到達した日後の休業につ
いて、原則として申出は一子につき１回に限る旨
と、再申出が可能な特別な事情を規定しておくと
よいでしょう。
◆休業開始日の柔軟化
　改正前の１歳から１歳６か月までの育児休業
は、子が１歳に達する日の翌日を休業開始日とし
なければならず、また１歳６か月から２歳までの
育児休業は、子が１歳６か月に達する日の翌日を
休業開始日としなければならないと限定されてい
ました。
　これが改正により、原則的な開始日は改正前と
同じとしつつ、配偶者が育児休業を取得している
場合は、「配偶者の育児休業終了予定日の翌日以
前の日」を開始予定日とすることができるように
なります。
　これにより、配偶者と育児休業を交代する日を
柔軟に設定することが可能になります。
　１歳到達日後の休業開始予定日を規定している
場合は、配偶者が育児休業を取得していることを
要件として定め、配偶者の育児休業終了予定日の
翌日以前に開始できるように規定しておきましょ
う。
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出生時育児休業の創設

　通称「産後パパ育休」と呼ばれ、子が１歳に達
するまでの育児休業とは別に、子の出生後８週間
以内の期間に４週間（28日以内）の休業を取得で
きる制度で、２回に分割して取得することができ
ます。通称に「パパ」とあるとおり主に男性です
が、産後休業をしていない従業員が対象ですの
で、養子等の場合は女性でも取得が可能です。
　2022年10月から施行されるため、これに合わせ
て育児・介護休業等規程を見直す必要があります。
　出生時育児休業は、これまでの育児休業とは別
の制度として位置づけられ、内容が異なります。
そのため、育児休業とは別に独立した条文として
定めるのがよいでしょう。
　また、出生時育児休業により休業中であって
も、あらかじめ労使協定を締結することによっ
て、就業が可能（出生時育児休業期間中の所定労
働日数・所定労働時間の合計の２分の１以下の範
囲内に限ります）であるため、就業の可否につい
ても検討しておくとよいでしょう。
　なお、出生時育児休業の創設に伴い、出産後８
週間以内の期間内に父親が育児休業を取得した場
合に再度の育児休業の取得が可能となる「パパ休
暇」は廃止されますので、この規定は削除するこ
とになります。
◆出生時育児休業の対象者
　出生時育児休業は、すべての従業員を対象とせ
ず、一定範囲の有期契約労働者や労使協定で定め
た者を除外することができます。
　出生時育児休業の対象となる有期契約労働者と
は、申出時点において、子の出生日または出産予
定日のいずれか遅いほうから８週間を経過する日
の翌日から６か月を経過する日までに労働契約期
間が満了し、更新されないことが明らかでない労
働者です。
　労使協定により除外できる従業員も含めて、対
象者については次のような規定が考えられます。

（出生時育児休業の対象者）
第○条　育児のために休業することを希望す
る従業員（日雇従業員を除く）で、産後休
業を取得せず、子の出生日または出産予定
日のいずれか遅いほうから８週間以内の子
と同居し、養育する者は、出生時育児休業
を取得することができる。ただし、有期契
約従業員は、申出時点において、子の出生
日または出産予定日のいずれか遅いほうか
ら８週間を経過する日の翌日から６か月を
経過する日までに労働契約期間が満了し、
更新されないことが明らかでない者に限り、
出生時育児休業を取得することができる。
２．前項にかかわらず、労使協定により除外
された次の従業員からの休業の申出を会社
は拒むことができる。
⑴　入社１年未満の従業員
⑵　申出の日から８週間以内に雇用関係が
終了することが明らかな従業員
⑶　１週間の所定労働日数が２日以下の従
業員

◆出生時育児休業の手続きと撤回
　出生時育児休業の申出期限は、原則として２週
間前です。ただし、申出が円滑に行なわれるよう
にするため、次の⑴から⑶のすべてを雇用環境整
備の措置として労使協定で定めた場合に限り、申
出期限を２週間超から１か月以内の範囲内とする
ことができます。
⑴　次の①から⑤のうち、２つ以上の措置を講じ
ること
①　雇用する労働者に対する育児休業に係る研
修の実施
②　育児休業に関する相談体制の整備
③　雇用する労働者の育児休業の取得に関する
事例の収集とその雇用する労働者に対する当
該事例の提供
④　雇用する労働者に対する育児休業に関する
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制度と育児休業の取得の促進に関する方針の
周知

⑤　育児休業の申出をした労働者の育児休業の
取得が円滑に行なわれるようにするための業
務の配分または人員の配置に係る必要な措置

⑵　育児休業の取得に関する定量的な目標を設定
し、育児休業の取得の促進に関する方針を周知
すること
⑶　育児休業の申出に係る当該労働者の意向を確
認するための措置を講じたうえで、その意向を
把握するための取組みを行なうこと
　このほか、出生時育児休業中の有期契約労働者
が労働契約を更新する際、労働者が引き続き休業
することを希望する場合には、再度の申出が必要
となります。
　また、出生時育児休業は２回に分割して取得で
きますが、取得する際にまとめて申出をしない場
合は、後からの申出は拒むことも可能です。

（出生時育児休業の申出の手続き等）
第○条　出生時育児休業を取得することを希
望する従業員は、原則として出生時育児休
業を開始しようとする日（以下、「出生時
育児休業開始予定日」という）の２週間前
までに、出生時育児休業申出書を会社に提
出することにより申し出るものとする。な
お、出生時育児休業中の有期契約従業員が
労働契約を更新するにあたり、引き続き休
業を希望する場合には、更新された労働契
約期間の初日を出生時育児休業開始予定日
として、出生時育児休業申出書により再度
の申出を行なうものとする。

２．出生時育児休業の申出は、一子につき２
回まで分割することができる。ただし、２
回に分割する場合は２回分まとめて申し出
ることとし、まとめて申し出なかった場合
は、後の申出を拒む場合がある。

３．会社は、出生時育児休業申出書を受け取
るにあたり、必要最小限度の各種証明書の

提出を求めることがある。
４．出生時育児休業申出書が提出されたとき
は、会社は速やかに当該出生時育児休業申
出書を提出した者（以下、「出生時育休申
出者」という）に対し、出生時育児休業取
扱通知書を交付する。
５．申出の日後に申出に係る子が出生したと
きは、出生時育休申出者は出生後２週間以
内に、会社に出生時育児休業対象児出生届
を提出しなければならない。

　加えて、出生時育児休業の申出の撤回について
定めます。
　撤回された場合の出生時育児休業の取扱いは規
定例のとおりですが、撤回の申出を受けた旨を通
知しなければなりません。なお、「子を養育しな
いこととなった場合」とは、子の死亡のほか、子
が養子の場合の離縁や養子縁組の取消し等が想定
されています。

（出生時育児休業の申出の撤回等）
第○条　出生時育休申出者は、出生時育児休
業開始予定日の前日までは、出生時育児休
業申出撤回届を会社に提出することによ
り、出生時育児休業の申出を撤回すること
ができる。
２．出生時育児休業申出撤回届が提出された
ときは、会社は速やかに当該出生時育児休
業申出撤回届を提出した者に対し、出生時
育児休業取扱通知書を交付する。
３．出生時育児休業の申出の撤回は、撤回１
回につき１回休業したものとみなし、みな
しを含めて２回休業した場合は、同一の子
について再度の申出をすることはできな
い。
４．出生時育児休業開始予定日の前日まで
に、子の死亡等により出生時育休申出者が
休業申出に係る子を養育しないこととなっ
た場合には、出生時育児休業の申出はされ
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なかったものとみなす。この場合におい
て、出生時育休申出者は原則として当該事
由が発生した日に、会社にその旨を通知し
なければならない。

◆出生時育児休業の期間等
　出生時育児休業の期間は、子の出生後８週間以
内のうち４週間（28日）が限度です。
　子の出生後８週間以内とは、原則として出生日
から８週間後までの間ですが、出産予定日前に子
が生まれた場合は出生日から出産予定日の８週間
後まで、出産予定日後に子が生まれた場合は出産
予定日から出生日の８週間後までとなります。
　また、労働者が希望どおりの日に休業を開始す
るためには、原則として２週間前までに申し出な
ければなりません。申出が遅れた場合は、労働者
が休業を開始しようとする日以後、申出の日の翌
日から起算して２週間を経過する日までの間で、
開始日を指定することができます。また、出産予
定日より早く子が出生した場合や配偶者の死亡、
負傷・疾病等の特別な事情がある場合は、休業ご
とに１回、開始する日を繰上げ変更することがで
きます。終了する日については、事由を問わず休
業ごとに１回、繰下げ変更することができます。

（出生時育児休業の期間等）
第○条　出生時育児休業の期間は、原則とし
て子の出生後８週間以内のうち４週間（28
日）を限度に、出生時育児休業申出書に記
載された期間とする。

２．前項にかかわらず、会社は、育児・介護休
業法の定めるところにより、出生時育児休
業開始予定日の指定を行なうことができる。

３．従業員は、出生時育児休業期間変更申出
書により、出生時育児休業開始予定日の１
週間前までに会社に申し出ることにより、
出生時育児休業開始予定日の繰上げ変更を
休業１回につき１回、また出生時育児休業
終了予定日の２週間前までに申し出ること

により、出生時育児休業終了予定日の繰下
げ変更を休業１回につき１回、それぞれ行
なうことができる。なお、出生時育児休業
開始予定日の繰上げ変更は、出産予定日よ
り早く子が出生した場合および配偶者の死
亡、負傷・疾病等の特別な事情がある場合
に限るものとする。
４．出生時育児休業期間変更申出書が提出さ
れたときは、会社は速やかに当該出生時育
児休業期間変更申出書を提出した者に対
し、出生時育児休業取扱通知書を交付す
る。
５．次の各号に掲げるいずれかの事由が生じ
た場合には、出生時育児休業は終了するも
のとし、当該出生時育児休業の終了日は、
当該各号に掲げる日とする。
⑴　子の死亡等、出生時育児休業に係る子
を養育しないこととなった場合
　　当該事由が発生した日（この場合の復
職日は、事由発生の日から２週間以内
で、出生時育休申出者と会社が協議して
決定する）
⑵　子の出生日の翌日または出産予定日の
翌日のいずれか遅いほうから８週間を経
過した場合
　　子の出生日の翌日または出産予定日の
翌日のいずれか遅いほうから８週間を経
過した日
⑶　子の出生日（出産予定日後に出生した
場合は、出産予定日）以後に出生時育児
休業の日数が28日に達した場合
　　子の出生日（出産予定日後に出生した
場合は、出産予定日）以後に出生時育児
休業の日数が28日に達した日
⑷　出生時育児休業期間中に新たな産前産
後休業、育児休業、介護休業または新た
な出生時育児休業が始まった場合
　　産前産後休業、育児休業、介護休業また
は新たな出生時育児休業の開始日の前日
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６．前項第１号の事由が生じた場合には、出
生時育休申出者は原則として当該事由が生

じた日に、会社にその旨を通知しなければ
ならない。

その他の改正と就業規則への反映

テレワークガイドラインのリニューアル

　2021年３月25日にテレワークガイドラインが刷
新され、新たなテレワークガイドラインとして策
定されました。
　就業規則に関連するのは、「テレワークのルー
ルの策定と周知」の項目です。テレワークを行な
う従業員については、労働基準法、最低賃金法、
労働安全衛生法といった労働基準関係法令が適用
されるとともに、テレワークを円滑に実施するた
めには、事業主は労使で協議して策定したテレワ
ークのルールを就業規則に定め、従業員に適切に
周知することが望ましいと定められているため、
これに対応することが求められます。
◆テレワークの対象者
　テレワークの対象者を選定するにあたっては、
正規雇用労働者、非正規雇用労働者といった雇用
形態の違いのみで対象者から除外するのは望まし
くありません。そのため、職種、希望者、作業能
率や生産性向上への期待といったことで選定し、
このうちテレワークにふさわしくないと判断され
た者について対象から除外する規定とするのがよ
いでしょう。
◆費用負担の取扱い
　新たなガイドラインでは、テレワークの導入に
より従業員に過度の負担が生じることは望ましく
ないとしていますが、負担を求めること自体は可
能です。その場合、労使のどちらが、どの程度負
担するかなどについて労使で話し合い、あらかじ
め取り決めておく必要があります。

　従業員に費用負担を求める場合は、就業規則に
規定する必要があるため、この点を見直しておき
ましょう。

（テレワーク時の費用負担）
第○条　会社が貸与する情報通信機器を利用
する場合の通信費は、会社負担とする。
２．在宅勤務に伴って発生する通信費、水道
光熱費は、従業員負担とする。
３．テレワーク時に必要な郵送費、事務用品
費その他会社が認めた費用は、会社負担と
する。
４．テレワークにおいて生じた突発的な費用
については、生じた事由や金額等を勘案の
うえ、その都度労使で協議して負担内容を
決定する。

◆テレワーク状況下における人材教育
　テレワークにおいて教育訓練を行なう場合、こ
れまでの集合・対面方式ではなく、動画配信など
オンラインで実施する方法があります。
　また、管理職による適正なマネジメントが行な
われることが重要です。テレワークにおいても適
切な業務指示ができるようにする等、管理職のマ
ネジメント能力向上にも取り組むことが求めら
れ、新たな教育カリキュラムとして実施すること
も考えられます。
　就業規則においては、職業訓練（教育訓練）を
制度として実施する場合に規定する必要がありま
す。そのため、たとえば一定期間内にオンライン
による受講を義務づけたり、多数のカリキュラム

その他の改正と就業規則への反映
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から本人が自由に受講できたりするなど、従来の
規定では対応できない場合は、これを見直す必要
があります。
◆さまざまな労働時間制度の活用
　労働基準法には、さまざまな労働時間制度が定
められています。テレワークを実施するにあたっ
ては、各制度の導入要件に合わせることで、どの
労働時間制度でも活用することができます。
⑴　通常の労働時間制度・変形労働時間制
　始業・終業時刻、所定労働時間は、必ず就業規
則に定めておく必要があります。テレワークにお
いて、必ずしも従業員が一斉に始業する必要がな
い場合は、その旨を就業規則に定めておくことに
より、その日の所定労働時間はそのままとしつ
つ、始業・終業時刻については、従業員ごとに自
由度を与える運用が可能です。
⑵　フレックスタイム制
　フレックスタイム制では、始業・終業時刻を従
業員が自由に選択できる「フレキシブルタイム」
と、必ず労働しなければならない「コアタイム」
を設定することができます。
　たとえば、テレワークの日についてはコアタイ
ムを設けず、出社する日は集合ミーティングなど
のためにコアタイムを設ける運用などが考えられ
ます。
　このような運用を導入する場合は、就業規則に
規定しておかなければなりません。
⑶　事業場外みなし労働時間制
　事業場外みなし労働時間制は、上司等の具体的
な指揮監督が及ばない事業場外で業務を行なう場
合に活用することができます。
　テレワークにおいては、次の①②のいずれも満
たす従業員に対して導入することができます。
①　情報通信機器を使用者の指示により常時通
信可能な状態に置くこととされていないこと

②　随時、使用者の具体的な指示に基づいて業
務を行なっていないこと

　テレワークで事業場外みなし労働時間制を導入
する場合は、次のような規定が考えられます。

（事業場外みなし労働時間制）
第○条　従業員が労働時間の全部また一部に
ついて、事業場外で勤務する場合（テレワ
ーク勤務を含む）で、労働時間の算定が困
難なときは、所定の労働時間を労働したも
のとみなす。ただし、所属長があらかじめ
別段の指示（テレワーク勤務においては、
情報通信機器を常時通信可能な状態とする
ことを義務づけられた場合を含む）をした
ときは、この限りではない。

◆労働時間の把握と休憩時間
　事業主は、テレワークにおいても従業員の労働
時間の把握が必要です。その方法は、客観的な記
録による把握または従業員の自己申告による把握
とされています。
　客観的な記録による把握とは、パソコンその他
情報通信機器の使用時間の記録や、サテライトオ
フィスの利用時はその入退場の記録などをいいま
す。最近では、業務開始のタイミングなどを知ら
せる機能を備えたテレワーク用のソフトウェアを
活用する方法もあります。
　一方、従業員の自己申告による把握とは、日々
の労働時間を従業員が記録して会社に報告する方
法や、その日の終業時に始業・終業時刻を電子メ
ール等で報告する方法をいいます。
　また、テレワークの日についても休憩は必要で
す。適用除外の業務を除き、一斉に与えなければ
なりません。一斉による付与が困難であると考え
られる場合は、労使協定により一斉付与の適用除
外としておきましょう。
　労働時間の把握については、次のような規定が
考えられます。

（業務の開始および終了の報告）
第○条　テレワークを行なう従業員は、その
日の勤務開始と終了時および休憩の開始と
終了時に、その都度電子メールにより所属
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長に報告しなければならない。

◆長時間労働対策
　テレワークは、従業員が使用者と離れた場所で
勤務するため、相対的に上司等の管理が及ばなく
なります。また、業務に関する指示や報告が時間
帯にかかわらず行なわれやすくなり、従業員の健
康やワークライフバランスの確保に支障が生じる
ことがあります。
　そこで、次のような規定を定めることにより、
長時間労働を予防します。さらには、勤務間イン
ターバル制度の導入も有効とされていますので、
導入の際は併せて規定します。

（テレワーク時の時間外労働）
第○条　テレワークを行なう従業員は、時間
外労働および休日労働に関する労使協定に
定める時間数を超える労働（システムへの
アクセスを含む）をしてはならない。

２．時間外、休日、深夜労働を希望する場合
は、所定の申請書により所属長の許可を得
なければならない。

３．所属長は、緊急の場合を除き、従業員の
労働時間外、休日、深夜の時間帯に電話、
電子メールによる指示等を行なってはなら
ない。

◆安全衛生の確保
　テレワークにより自宅等で就業する場合も労働
安全衛生関係法令等が適用されます。事業主は、
健康診断や長時間労働対策、健康教育、健康相談
その他従業員の健康の保持増進を図るために必要
な措置を講じる必要があります。
　また、テレワークでは、従業員が上司等とコミ
ュニケーションを取りにくいことで、上司等は従
業員の心身の変調（メンタルヘルス問題）に気づ
きにくい状況になりがちです。
　そのため、就業規則には、安全衛生についてテ
レワーク対象者からの相談を受け付ける規定を加

えることが考えられます。

（相談窓口）
第○条　テレワークを行なう従業員の健康福
祉や労働時間などテレワーク全般の相談を
受け付けるため、次のとおり相談窓口を設
置する。
　　相談窓口　人事部
　　受付日時　毎週金曜日　17：00〜18：00

◆ハラスメントへの対応
　テレワークでは、リモートハラスメントと呼ば
れるセクハラ・パワハラが生じることがありま
す。オフィスに出社する働き方と同様に、関係法
令・関係指針に基づき、テレワークにおいてもハ
ラスメントを行なってはならない旨を就業規則に
定めておきましょう。

その他の法改正に関する留意点

　2017年の民法の一部改正の影響を受け、2020年
４月から時間外手当など未払い賃金の請求権の消
滅時効を２年から５年（当分の間は３年とされて
います）とする改正労働基準法が施行されていま
す。
　また、同じく民法の一部改正により、従業員が
会社に提出する身元保証書について、保証人が負
担すべき額の上限を書面または電磁的記録で明記
することが義務づけられました。これにより、身
元保証書に保証人が負担すべき上限額が明記され
ていない場合は無効となります。
　これらは、必ずしも就業規則に規定するもので
はありませんが、労務管理の運用上、留意すべき
点といえるでしょう。
　なお、パワハラ防止措置の義務化について、す
でに大企業には適用されています。2022年４月よ
り中小企業にも適用されるため、中小企業におい
ても具体的な措置が求められる点に留意してくだ
さい。


